
  

 
 

 
平成30年３月期  第２四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

        平成29年11月９日

上場会社名 東洋紡株式会社 上場取引所  東 

コード番号 3101 ＵＲＬ  http://www.toyobo.co.jp/ir/ 

代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名）楢原 誠慈 

問合せ先責任者 （役職名） コーポレートコミュニケーション部長 （氏名）久保田 冬彦 ＴＥＬ 06-6348-3044 

四半期報告書提出予定日 平成29年11月14日 配当支払開始予定日  － 

四半期決算補足説明資料作成の有無：有  

四半期決算説明会開催の有無      ：有 （証券アナリスト、機関投資家向け） 
 
  （百万円未満四捨五入）

１．平成30年３月期第２四半期の連結業績（平成29年４月１日～平成29年９月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

30年３月期第２四半期 161,400 △2.0 10,506 △1.5 9,078 3.8 6,047 65.3 

29年３月期第２四半期 164,658 △8.4 10,668 1.5 8,742 △9.4 3,658 △31.7 
 
（注）包括利益 30年３月期第２四半期 8,676 百万円 （438.3％）   29年３月期第２四半期 1,612 百万円 ( △66.8％） 
 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

30年３月期第２四半期 68.11 － 

29年３月期第２四半期 41.20 － 

※ 当社は平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株の割合で株式併合を行っています。これに伴

い、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益を算定しています。 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

30年３月期第２四半期 447,406 177,195 38.8 1,955.31 

29年３月期 450,790 170,910 37.2 1,889.81 
 
（参考）自己資本 30年３月期第２四半期 173,586 百万円   29年３月期 167,773 百万円 

※ 当社は平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株の割合で株式併合を行っています。これに伴

い、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり純資産を算定しています。 
 
２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

29年３月期 － 0.00 － 3.50 3.50 

30年３月期 － 0.00       

30年３月期（予想）     － 40.00 40.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：有 

配当予想の修正については、本日（平成29年11月９日）公表の「通期業績予想の修正及び配当予想の修正（増配）

に関するお知らせ」をご覧ください。 

※ 平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株の割合で株式併合を行っています。これに伴い、平成

30年３月期（予想）の１株当たり期末配当金については、当該株式併合の影響を考慮した金額を記載しています。
 



 
３．平成30年３月期の連結業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

  （％表示は、対前期増減率） 
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 340,000 3.2 25,000 7.1 22,000 6.5 19,000 101.2 214.02 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有 

連結業績予想の修正については、本日（平成29年11月９日）公表の「通期業績予想の修正及び配当予想の修正（増

配）に関するお知らせ」をご覧ください。 

※ 平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株の割合で株式併合を行っています。これに伴い、平成

30年３月期の連結業績予想の１株当たり当期純利益については、当該株式併合の影響を考慮した金額を記載してい

ます。 

 

※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規  －  社（社名）、除外  －  社（社名） 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無 

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無 

③  会計上の見積りの変更                        ：無 

④  修正再表示                                  ：無 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年３月期２Ｑ 89,048,792 株 29年３月期 89,048,792 株 

②  期末自己株式数 30年３月期２Ｑ 271,900 株 29年３月期 270,958 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 30年３月期２Ｑ 88,777,427 株 29年３月期２Ｑ 88,779,980 株 

※ 当社は、平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株の割合で株式併合を行っています。これ

に伴い、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、期末発行済株式数、期末自己株式数お

よび期中平均株式数を算定しています。 

 

※  四半期決算短信は四半期レビューの対象外です。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

なお、業績予想に関する事項は、本日（平成29年11月９日）公表の「通期業績予想の修正及び配当予想の修正（増

配）に関するお知らせ」をご覧ください。 

 

（決算補足説明資料の入手方法） 

当社は、平成29年11月10日にアナリスト・機関投資家向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布する決算

説明会資料については、開催後当社ホームページに掲載する予定です。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間における当社グループを取り巻く事業環境は、世界経済においては、米国ではハリケー

ンの影響は限定的で底堅い成長が続きましたが、中国では民間の設備投資が鈍化し、景気はゆるやかに減速しまし

た。また、ユーロ圏では個人消費が堅調で、景気はゆるやかに拡大しました。一方、国内においては、企業活動が持

ち直し、雇用環境も改善するなか、景気はゆるやかな回復が続きました。 

このような環境のもと、当社グループは、「環境、ヘルスケア、高機能で、社会に貢献する価値を、創りつづける

カテゴリー・リーダー」をめざし、特長のある製品を、国内外の市場へ展開しています。当第２四半期連結累計期間

においても、平成30年３月期までの４年間の中期計画で掲げた「海外展開の加速」、「新製品の拡大・新事業の創

出」、「国内事業の競争力強化」、「資産効率の改善」、「グローバル経営機能の強化」の５つのアクションプラン

に沿って、事業活動を進めました。 

「海外展開の加速」においては、透明蒸着フィルム“エコシアール”の拡販に向けて、インドネシアにパッケージ

ングフィルム生産の合弁会社を設立することを決めました。また、エアバッグ用基布事業では、当連結会計年度後半

からの拡大に向けて、海外生産拠点での増産体制を整えました。 

「新製品の拡大・新事業の創出」では、電子ペーパーディスプレイなどに使われる高耐熱性ポリイミドフィル

ム“ゼノマックス”の事業化に向けて、合弁会社を設立することを決めました。また、液晶偏光子保護フィルムとし

て展開する“コスモシャイン ＳＲＦ”は、大手偏光板メーカーを中心に拡販を進めました。さらに神経再生誘導チ

ューブ“ナーブリッジ”については、国内での適用症例数を着実に伸ばしました。 
 
以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は前年同期比33億円（2.0％）減の1,614億円となり、営業利益は

同２億円（1.5％）減の105億円、経常利益は同３億円（3.8％）増の91億円、親会社株主に帰属する四半期純利益は

同24億円（65.3％）増の60億円となりました。 
 
セグメント別の概況は次のとおりです。 

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更し、以下の前年同四半期比較については、前年

同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組替えた数値で比較しています。 
 

（フィルム・機能樹脂事業） 

当事業は、原料価格の影響を受けたものの、工業用フィルムは販売を伸ばし、また、機能樹脂製品でも拡販が進

み、前年同期に比べ増収増益となりました。 

フィルム事業では、包装用フィルムは、原料価格の影響を受け苦戦しました。一方、工業用フィルムは、“コス

モシャイン ＳＲＦ”や電子部品関連の特化フィルムを軸に販売を伸ばしました。 

機能樹脂事業では、エンジニアリングプラスチックは、国内の自動車用途が好調に推移し、工業用接着剤“バイ

ロン”は、電子材料用途を中心に販売を伸ばしました。また、光機能材料は、海外での拡販が好調に推移しまし

た。 

この結果、当事業の売上高は前年同期比41億円（5.9％）増の731億円、営業利益は同４億円（6.3％）増の64億

円となりました。 
 

（産業マテリアル事業） 

当事業は、スーパー繊維は苦戦しましたが、生活・産業資材が回復基調にあり、前年同期に比べ増収増益となり

ました。 

スーパー繊維では、“ツヌーガ”および“イザナス”は堅調に推移しましたが、“ザイロン”の販売が伸び悩み

ました。生活・産業資材では、バグフィルター用ＰＰＳ繊維“プロコン”が回復傾向にあり、販売を伸ばしまし

た。 

この結果、当事業の売上高は前年同期比16億円（5.5％）増の305億円、営業利益は同５億円（29.4％）増の22億

円となりました。 
 

（ヘルスケア事業） 

当事業は、ＶＯＣ処理装置がアジア向けに好調に推移しましたが、医薬品製造受託事業が苦戦し、前年同期に比

べ減収減益となりました。 

バイオ・メディカル事業では、診断薬用酵素、ライフサイエンス用試薬は国内外で販売を伸ばしましたが、医薬

品製造受託事業が苦戦しました。 

機能膜・環境事業では、ＶＯＣ処理装置がアジア向けに好調に推移しましたが、医用膜の販売が伸び悩みまし

た。 

この結果、当事業の売上高は前年同期比17億円（9.3％）減の163億円、営業利益は同５億円（21.4％）減の17億

円となりました。 
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（繊維・商事事業） 

当事業は、前年同期に比べ、減収減益となりました。 

ユニフォーム用途は堅調に推移しましたが、スポーツ衣料製品の一部および中東向け特化生地の販売が苦戦しま

した。 

また、前第３四半期連結会計期間からのブラジルにおける繊維事業の休止の影響もあり、大幅な減収となりまし

た。 

この結果、当事業の売上高は前年同期比61億円（15.2％）減の338億円となり、営業損失は２億円となりました

（前年同期は営業利益４億円）。 
 

（不動産事業、その他事業） 

当事業では、不動産、エンジニアリング、情報処理サービス、物流サービス等のインフラ事業は、それぞれ概ね

計画どおりに推移しました。 

この結果、当事業の売上高は前年同期比12億円（13.5％）減の77億円、営業利益は同２億円（13.7％）減の15億

円となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明

資産、負債及び純資産の状況 

総資産は、前年度末比34億円（0.8％）減の4,474億円となりました。これは主として現金及び預金が減少したこと

によります。 

負債は、前年度末比97億円（3.5％）減の2,702億円となりました。これは主として短期借入金が減少したことによ

ります。 

純資産は、利益剰余金などが増加したことから、前年度末比63億円（3.7％）増の1,772億円となりました。 

 

キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、128億円の収入となりました。主な内容は、

減価償却費78億円、税金等調整前四半期純利益77億円および法人税等の支払額25億円です。 

当第２四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、106億円の支出となりました。主な内容は、

有形及び無形固定資産の取得による支出111億円です。 

当第２四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、95億円の支出となりました。主な収入の内容

は、長期借入れによる収入155億円、主な支出の内容は、長期借入金の返済による支出146億円、短期借入金の純減少

額69億円および配当金の支払額31億円です。 

この結果、当第２四半期末の現金及び現金同等物は、前年度末比68億円減の254億円となりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成30年３月期の連結業績予想については、最近の動向を踏まえ、平成29年８月７日に公表しました通期の連結業

績予想を修正しました。詳細は本日（平成29年11月９日）公表の「通期業績予想の修正及び配当予想の修正（増配）

に関するお知らせ」をご覧ください。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 32,329 25,575 

受取手形及び売掛金 81,407 78,485 

商品及び製品 43,516 43,021 

仕掛品 13,916 13,545 

原材料及び貯蔵品 15,336 15,214 

その他 10,097 13,549 

貸倒引当金 △309 △356 

流動資産合計 196,293 189,033 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 48,445 49,647 

機械装置及び運搬具（純額） 44,208 44,641 

土地 105,578 105,452 

その他（純額） 9,675 9,960 

有形固定資産合計 207,906 209,700 

無形固定資産 4,186 4,193 

投資その他の資産    

その他 43,227 45,012 

貸倒引当金 △821 △531 

投資その他の資産合計 42,406 44,480 

固定資産合計 254,497 258,373 

資産合計 450,790 447,406 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 42,721 42,126 

短期借入金 39,989 33,251 

1年内返済予定の長期借入金 22,916 14,623 

引当金 4,841 4,372 

その他 26,397 23,945 

流動負債合計 136,865 118,317 

固定負債    

社債 30,000 30,000 

長期借入金 65,440 74,724 

役員退職慰労引当金 322 268 

環境対策引当金 791 773 

退職給付に係る負債 18,331 17,929 

その他 28,132 28,199 

固定負債合計 143,016 151,894 

負債合計 279,880 270,211 

純資産の部    

株主資本    

資本金 51,730 51,730 

資本剰余金 32,239 32,239 

利益剰余金 45,919 49,120 

自己株式 △393 △395 

株主資本合計 129,495 132,694 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 6,388 7,569 

繰延ヘッジ損益 △58 △28 

土地再評価差額金 44,467 44,467 

為替換算調整勘定 △10,268 △9,441 

退職給付に係る調整累計額 △2,251 △1,674 

その他の包括利益累計額合計 38,278 40,892 

非支配株主持分 3,137 3,609 

純資産合計 170,910 177,195 

負債純資産合計 450,790 447,406 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

売上高 164,658 161,400 

売上原価 125,315 122,537 

売上総利益 39,343 38,863 

販売費及び一般管理費 28,675 28,358 

営業利益 10,668 10,506 

営業外収益    

受取配当金 350 394 

その他 1,224 746 

営業外収益合計 1,574 1,140 

営業外費用    

支払利息 740 652 

出向者人件費 446 606 

その他 2,315 1,310 

営業外費用合計 3,501 2,568 

経常利益 8,742 9,078 

特別利益    

固定資産売却益 6 505 

その他 26 99 

特別利益合計 32 604 

特別損失    

固定資産処分損 456 1,447 

在外子会社清算に伴う為替換算調整勘定取崩損 1,057 － 

その他 1,768 488 

特別損失合計 3,281 1,935 

税金等調整前四半期純利益 5,493 7,747 

法人税等 1,840 1,726 

四半期純利益 3,652 6,020 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △5 △27 

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,658 6,047 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

四半期純利益 3,652 6,020 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △1,118 1,328 

繰延ヘッジ損益 30 30 

為替換算調整勘定 △1,145 692 

退職給付に係る調整額 789 577 

持分法適用会社に対する持分相当額 △596 28 

その他の包括利益合計 △2,041 2,656 

四半期包括利益 1,612 8,676 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,709 8,661 

非支配株主に係る四半期包括利益 △98 15 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 5,493 7,747 

減価償却費 7,310 7,801 

支払利息 740 652 

売上債権の増減額（△は増加） 868 2,695 

たな卸資産の増減額（△は増加） 660 1,688 

仕入債務の増減額（△は減少） △2,291 △1,422 

その他 △1 △3,824 

小計 12,780 15,338 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △2,149 △2,548 

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,631 12,789 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形及び無形固定資産の取得による支出 △7,949 △11,132 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入 
293 － 

その他 284 545 

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,372 △10,587 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 90 △6,852 

長期借入れによる収入 3,386 15,523 

長期借入金の返済による支出 △9,192 △14,627 

社債の発行による収入 15,000 － 

配当金の支払額 △3,106 △3,103 

利息の支払額 △745 △677 

その他 △197 241 

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,236 △9,494 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △763 312 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,733 △6,979 

現金及び現金同等物の期首残高 20,101 32,179 

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少） 
13 211 

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の

増加額 
－ 9 

現金及び現金同等物の四半期末残高 27,847 25,420 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）３ 

 
フィルム・ 
機能樹脂 
事 業 

産業 
マテリアル 

事 業 

ヘルスケア 
事 業 

繊維・商事 
事 業 

不動産 
事 業 

計 

売上高                    

外部顧客への 
売上高 

69,059 28,905 17,959 39,819 2,237 157,979 6,678 164,658 － 164,658 

セグメント間の 
内部売上高 
又は振替高 

－ 27 314 92 546 979 5,691 6,670 △6,670 － 

計 69,059 28,932 18,273 39,911 2,783 158,958 12,369 171,327 △6,670 164,658 

セグメント利益 6,011 1,728 2,211 443 1,229 11,621 505 12,126 △1,458 10,668 

(注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建物・機械等の設計・施

工、情報処理サービス、物流サービス等の事業を含んでいます。

２．セグメント利益の調整額△1,458百万円には、セグメント間取引消去△124百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△1,333百万円が含まれています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない基礎的研究に係る費用です。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失）

「繊維・商事事業」において、420百万円の減損損失を構造改善関係費に含めて計上しています。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）３ 

 
フィルム・ 
機能樹脂 
事 業 

産業 
マテリアル 

事 業 

ヘルスケア 
事 業 

繊維・商事 
事 業 

不動産 
事 業 

計 

売上高                    

外部顧客への 
売上高 73,130 30,506 16,297 33,757 2,241 155,932 5,468 161,400 － 161,400 

セグメント間の 
内部売上高 
又は振替高 

－ 125 1,035 147 548 1,856 4,523 6,379 △6,379 － 

計 73,130 30,632 17,333 33,904 2,789 157,788 9,991 167,780 △6,379 161,400 

セグメント利益

又は損失（△） 6,392 2,236 1,738 △176 1,183 11,373 313 11,686 △1,181 10,506 

(注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建物・機械等の設計・施

工、情報処理サービス、物流サービス等の事業を含んでいます。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,181百万円には、セグメント間取引消去62百万円、各報告

セグメントに配分していない全社費用△1,243百万円が含まれています。全社費用は、主に報告セグメ

ントに帰属しない基礎的研究に係る費用です。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項 

第１四半期連結会計期間より、事業シナジー強化のため、膜・分離材に係る事業を集約する組織変更を行

い、従来「産業マテリアル事業」に含まれていたＡＣ事業の事業セグメントを「ヘルスケア事業」に変更して

います。この組織変更に伴い、一部の連結子会社の事業セグメントを「産業マテリアル事業」から「ヘルスケ

ア事業」へそれぞれ変更しています。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の区分方法に基づき作成しています。

 

（重要な後発事象）

１．株式併合および単元株式数の変更 

当社は、平成29年４月25日開催の取締役会において、単元株式数の変更にかかる定款の一部変更について決議

するとともに、同年６月28日開催の第159回定時株主総会に株式の併合について付議することを決議し、同株主

総会にて承認可決され、同年10月１日でその効力が発生しています。 

 

（１）株式の併合および単元株式数の変更の目的 

全国証券取引所は、投資家をはじめとする市場利用者の利便性の向上等を目的に、国内上場会社の普通株式

の売買単位（単元株式数）を100株に統一する「売買単位の集約に向けた行動計画」を推進しています。当社

は、この趣旨を踏まえ、当社の単元株式数を1,000株から100株に変更することとしました。

単元株式数を変更するにあたり、単元株式数変更後も、当社株式の売買単位あたりの価格水準を維持し、ま

た各株主様の議決権の数にも変更が生じることがないよう、当社株式について10株を１株にする併合を行うこ

ととしました。

 

（２）株式併合の内容 

①株式併合する株式の種類

普通株式

②株式併合の方法および割合

平成29年10月１日をもって、同年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主様ご所有の株式について、

10株を１株の割合で併合しました。

③株式併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成29年９月30日現在） 890,487,922株

株式併合により減少する株式数 801,439,130株

株式併合後の発行済株式総数 89,048,792株

④１株未満の端数が生じる場合の処理 

本株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法第235条の定めに従い、当社が一括し

て処分し、その代金を端数が生じた株主様に対して、端数の割合に応じて交付します。

 

（３）単元株式数の変更の内容 

平成29年10月１日をもって、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更しました。

 

（４）株式併合および単元株式数の変更の日程 

取締役会決議日 平成29年４月25日

株主総会決議日 平成29年６月28日

株式併合および単元株式数の変更 平成29年10月１日
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２．固定資産（信託受益権）の譲渡 

当社は当社が所有する固定資産（信託受益権）の譲渡契約を締結し、平成29年10月20日に当該物件の引渡しを

完了しました。 

 

（１）譲渡の理由

経営資源の有効活用による資産の効率化と財務体質の向上を図るため、当社が所有する不動産（信託受益

権）の譲渡を行うものです。 

 

（２）譲渡資産の内容

資産の名称 東洋紡本社ビル

所在地 大阪市北区堂島浜二丁目２番８号

土地面積 5,643.92㎡

譲渡益 10,402百万円

現況 本社事務所および賃貸用不動産

（注）譲渡価額、帳簿価額については、譲渡先との守秘義務により開示を控えさせていただきます。 

譲渡益は、帳簿価額および譲渡に係る費用等を控除した金額を記載しています。 

 

（３）譲渡先の概要

譲渡先については、譲渡先との守秘義務により開示は控えさせていただきます。なお、譲渡先は国内法人１

社ですが、当社との間には、記載すべき資本関係、人的関係および取引関係はなく、また当社の関連当事者に

該当する状況ではありません。

 

（４）譲渡の日程 

取締役会決議日 平成29年９月22日

契約締結日 平成29年９月26日

物件引渡期日 平成29年10月20日

 

（５）連結損益に与える影響額 

当該固定資産（信託受益権）の譲渡に伴う譲渡益10,402百万円は、平成30年３月期第３四半期連結会計期間

において「固定資産売却益」として特別利益に計上する予定です。
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３．補足情報

（１）セグメント別売上・営業利益

（注）下記の当連結会計年度における下半期及び年度の数値は、当第２四半期決算発表時点での予想数値でありま

す。

（単位：億円）

 

売上高 営業利益

前 連 結

会計年度

当 連 結

会計年度 対前年

増減
増減％

前 連 結

会計年度

当 連 結

会計年度 対前年

増減自28.４.１

至29.３.31

自29.４.１

至30.３.31

自28.４.１

至29.３.31

自29.４.１

至30.３.31

フィルム・機能樹脂

１Ｑ 355 369 + 14 + 4.1% 28 30 + 2

２Ｑ 336 362 + 26 + 7.8% 32 33 + 1

上 691 731 + 41 + 5.9% 60 64 + 4

下 695 749 + 54 + 7.7% 67 83 + 16

年度 1,386 1,480 + 94 + 6.8% 127 147 + 20

産業マテリアル

１Ｑ 147 145 △ 2 △ 1.4% 5 8 + 3

２Ｑ 142 160 + 18 + 12.7% 12 14 + 2

上 289 305 + 16 + 5.5% 17 22 + 5

下 310 314 + 4 + 1.2% 21 21 △ 1

年度 599 619 + 20 + 3.3% 39 43 + 4

ヘルスケア

１Ｑ 86 76 △ 10 △ 11.5% 11 9 △ 2

２Ｑ 94 87 △ 7 △ 7.2% 11 8 △ 3

上 180 163 △ 17 △ 9.3% 22 17 △ 5

下 185 246 + 61 + 33.2% 30 35 + 4

年度 364 409 + 45 + 12.3% 52 52 △ 0

繊維・商事

１Ｑ 201 161 △ 40 △ 19.7% 2 2 △ 0

２Ｑ 197 176 △ 21 △ 10.7% 2 △ 4 △ 6

上 398 338 △ 61 △ 15.2% 4 △ 2 △ 6

下 377 405 + 28 + 7.4% 6 9 + 3

年度 776 743 △ 33 △ 4.2% 11 7 △ 4

不動産・その他

１Ｑ 39 33 △ 6 △ 14.3% 7 7 + 0

２Ｑ 50 44 △ 6 △ 12.9% 10 8 △ 2

上 89 77 △ 12 △ 13.5% 17 15 △ 2

下 81 72 △ 9 △ 11.2% 16 12 △ 4

年度 170 149 △ 21 △ 12.4% 33 27 △ 6

消去又は全社

１Ｑ         △ 7 △ 6 + 1

２Ｑ         △ 7 △ 5 + 2

上         △ 15 △ 12 + 3

下         △ 15 △ 14 + 1

年度         △ 29 △ 26 + 3

合計

１Ｑ 827 785 △ 43 △ 5.1% 46 50 + 4

２Ｑ 819 829 + 10 + 1.2% 61 55 △ 5

上 1,647 1,614 △ 33 △ 2.0% 107 105 △ 2

下 1,648 1,786 + 138 + 8.4% 127 145 + 18

年度 3,295 3,400 + 105 + 3.2% 233 250 + 17
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（２）その他参考指標

１．設備投資額・減価償却費

（単位：億円）

  設 備 投 資 額 減 価 償 却 費

2 7 年 ３ 月 期 175 149

2 8 年 ３ 月 期 173 144

2 9 年 ３ 月 期 184 149

3 0 年 ３ 月 期 ２ Ｑ 98 78

 

２．有利子負債残高・金融収支 

（単位：億円）

  有利子負債残高 金 融 収 支

2 7 年 ３ 月 期 1,771 △10

2 8 年 ３ 月 期 1,654 △8

2 9 年 ３ 月 期 1,692 △7

3 0 年 ３ 月 期 ２ Ｑ 1,633 △2

 

３．研究開発費

（単位：億円）

  研 究 開 発 費

2 7 年 ３ 月 期 108

2 8 年 ３ 月 期 113

2 9 年 ３ 月 期 111

3 0 年 ３ 月 期 ２ Ｑ 53

 

４．従業員数

（単位：人）

  従 業 員 数

2 7 年 ３ 月 期 10,101

2 8 年 ３ 月 期 9,956

2 9 年 ３ 月 期 9,215

3 0 年 ３ 月 期 ２ Ｑ 9,553
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